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2026年3月13日 

株式移転に係る事前開示書面 
 

東京都品川区東五反田2-10-2 

株式会社ギフティ 

代表取締役  太田 睦 

 

 

当社は、2026年７月１日を効力発生日（予定）として、当社を株式移転完全子会社とし、新たに設

立するギフティグループ株式会社（以下「持株会社」といいます。）を株式移転設立完全親会社とす

る株式移転（以下「本株式移転」といいます。）を行うことといたしました。 

本株式移転に関する会社法第803条第1項及び会社法施行規則第206条に定める事項は、下記のとお

りです。 

 

記 

 

1． 株式移転計画の内容（会社法第803条第1項第3号） 

別添「株式移転計画書（写）」のとおりです。 

 

2．株式移転の対価に関する定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第206条第1号） 

（1）交付する株式数及び割当てに関する事項 

イ．株式移転比率 

本株式移転により持株会社が当社の発行済株式の全部を取得する時点の直前時における当社の

株主の皆様に対し、その保有する当社の普通株式１株につき設立する持株会社の普通株式１株を

割当交付いたします。 

 

ロ．単元株式数 

持株会社は、単元株制度を採用し、１単元の株式数を100株といたします。 

 

ハ．株式移転比率の算定根拠 

本株式移転は、当社単独による株式移転によって完全親会社１社を設立するものであり、本株

式移転時の当社の株主構成と持株会社の株主構成に変化がないことから、株主の皆様に不利益や

混乱を与えないことを第一義として、株主の皆様が所有する当社の普通株式1株に対して持株会

社の普通株式１株を割り当てることといたします。 

 

ニ．第三者算定機関による算定結果、算定方法及び算定根拠 

上記ハの理由により、第三者算定機関による株式移転比率の算定は行っておりません。 

 

ホ．株式移転により交付する新株式数（予定） 

普通株式 29,827,502株 

ただし、本株式移転の効力発生に先立ち、当社の発行済株式総数が変化した場合には、持株

会社が交付する上記新株式数は変動いたします。 
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（2）資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

本株式移転により設立される持株会社の資本金及び準備金の額については、以下のとおりであ

ります。 

資本金の額    20百万円 

資本準備金の額  5百万円 

利益準備金の額  0円 

持株会社の資本金及び準備金の額については、法令の範囲内で定めており、持株会社の目的及

び規模並びに資本政策等に照らして相当であると判断しております。 

 

3．株式移転に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第206条第2号） 

本株式移転において、当社の新株予約権者に対してその有する新株予約権に代えて交付する持株

会社の新株予約権の内容は、当社の新株予約権と同等の内容のものであり、交付する数も同一であ

ることから、株式移転に係る新株予約権の定めは相当であると判断しております。 

 

4．株式移転完全子会社についての事項（会社法施行規則第206条第4号イ） 

最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な

影響を与える事象は現在のところ生じておりません。 

 

以上 
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別添 

 

株式移転計画書(写) 

 

株式会社ギフティ(以下「甲」という。)は、単独株式移転の方法により、甲がその発行済株式の全部を

新たに設立する株式会社(以下「乙」という。)に取得させる株式移転(以下「本株式移転」という。)に関

し、次のとおり株式移転計画(以下「本計画」という。)を作成する。 

 

(株式移転) 

第１条 甲は、本計画の定めるところに従い、単独株式移転の方法により、乙の成立の日(第7条に定義す

る。以下同じ)において、甲の発行済株式の全部を乙に取得させる本株式移転を行う。 

 

(乙の目的、商号、本店の所在地、発行可能株式総数その他定款で定める事項) 

第２条 乙の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数は、次のとおりとする。 

(1) 目的 

別紙１「ギフティグループ株式会社 定款」第２条に記載のとおりとする。 

(2) 商号 

「ギフティグループ株式会社」とし、英文では、「giftee Group, Inc.」と表示する。 

(3) 本店の所在地 

東京都品川区におく。 

(4) 発行可能株式総数 

80,000,000株とする。 

２ 前項に定めるもののほか、乙の定款で定める事項は、別紙１「ギフティグループ株式会社 定款」

記載のとおりとする。 

 

(乙の設立時取締役及び設立時監査役の氏名並びに設立時会計監査人の名称) 

第３条 乙の設立時取締役の氏名は、次のとおりとする。 

(1) 代表取締役     太田 睦 

(2) 代表取締役     鈴木 達哉 

(3) 取締役       藤田 良和 

(4) 社外取締役     妹尾 堅一郎 

(5) 社外取締役     中島 真 

(6) 社外取締役     伊能 美和子 

２ 乙の設立時監査役の氏名は、次のとおりとする。 

(1) 社外監査役     工木 大造 

(2) 社外監査役     秋元 芳央 

(3) 社外監査役     植野 和宏 

３ 乙の設立時会計監査人の名称は、次のとおりとする。 

EY新日本有限責任監査法人 
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(本株式移転に際して交付する株式及びその割当て) 

第４条 乙は、本株式移転に際して、甲の発行済株式の全部を取得する時点の直前時（以下「基準時」と

いう。）における甲の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、その保有する甲の普通株式に代

わり、甲が基準時に発行している普通株式の合計に１を乗じて得られる数の合計に相当する数の乙

の普通株式を交付する。 

２ 乙は、前項の定めにより交付される乙の普通株式を、基準時における甲の株主に対し、その保有

する甲の普通株式１株につき、乙の普通株式１株の割合をもって割り当てる。 

 

(乙の資本金及び準備金に関する事項) 

第５条 乙の成立の日における資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。 

(1) 資本金の額 

20百万円 

(2) 資本準備金の額 

5百万円 

(3) 利益準備金の額 

0百万円 

 

(本株式移転に際して交付する新株予約権及びその割当て) 

第６条 乙は、本株式移転に際して、基準時における以下の表の①から⑫までの第１欄に掲げる甲が発行

している各新株予約権の新株予約権者に対して、それぞれの保有する甲の新株予約権に代わり、基

準時における当該新株予約権の総数と同数の、第２欄に掲げる乙の新株予約権をそれぞれ交付する。 

 

 

第１欄 第２欄 

名称 内容 名称 内容 

① 
株式会社ギフティ 
第8回新株予約権 

別紙2-①-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第1回新株予約権 
別紙2-①-2記載 

② 
株式会社ギフティ 
第9回新株予約権 

別紙2-②-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第2回新株予約権 
別紙2-②-2記載 

③ 
株式会社ギフティ 
第10回新株予約権 

別紙2-③-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第3回新株予約権 
別紙2-③-2記載 

④ 
株式会社ギフティ 
第12回新株予約権 

別紙2-④-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第4回新株予約権 
別紙2-④-2記載 

⑤ 
株式会社ギフティ 
第13回新株予約権 

別紙2-⑤-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第5回新株予約権 
別紙2-⑤-2記載 

⑥ 
株式会社ギフティ 
第14回新株予約権 

別紙2-⑥-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第6回新株予約権 
別紙2-⑥-2記載 

⑦ 
株式会社ギフティ 
第15回新株予約権 

別紙2-⑦-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第7回新株予約権 
別紙2-⑦-2記載 

⑧ 
株式会社ギフティ 
第16回新株予約権 

別紙2-⑧-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第8回新株予約権 
別紙2-⑧-2記載 

⑨ 
株式会社ギフティ 
第17回新株予約権 

別紙2-⑨-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第9回新株予約権 
別紙2-⑨-2記載 

⑩ 
株式会社ギフティ 
第18回新株予約権 

別紙2-⑩-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第10回新株予約権 
別紙2-⑩-2記載 

⑪ 
株式会社ギフティ 
第19回新株予約権 

別紙2-⑪-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第11回新株予約権 
別紙2-⑪-2記載 

⑫ 
株式会社ギフティ 
第20回新株予約権 

別紙2-⑫-1記載 
ギフティグループ株式会社 

第12回新株予約権 
別紙2-⑫-2記載 
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２ 乙は、本株式移転に際して、基準時における甲の新株予約権者に対して、その保有する前項の表

の①から⑫までの第１欄に掲げる新株予約権１個につき、それぞれ第２欄に掲げる乙の新株予約権

を１個割り当てる。 

 
 
(乙の成立の日) 

第７条 乙の設立の登記をすべき日(以下「乙の成立の日」という。)は、2026年７月１日とする。但し、

本株式移転の手続きの進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、甲の取締役会の決議によ

り、乙の成立の日を変更することができる。 

 

(本計画承認株主総会) 

第８条 甲は、2026年３月30日開催予定の定時株主総会において、本計画の承認及び本株式移転に必要な

事項に関する決議を求めるものとする。但し、本株式移転の手続きの進行上の必要性その他の事由

により必要な場合には、甲の取締役会の決議により、当該株主総会の開催日を変更することができ

る。 

 

(上場証券取引所) 

第９条 乙は、乙の成立の日において、その発行する普通株式の株式会社東京証券取引所プライム市場へ

の上場を予定する。 

 

(乙の株主名簿管理人) 

第10条 乙の株主名簿管理人は、三菱UFJ信託銀行株式会社とする。 

 

（自己株式の消却） 

第11条 甲は、乙の成立の日の前日までに開催される取締役会の決議により、甲が保有する自己株式のう

ち、実務上消却可能な範囲の株式（本株式移転に際して行使される会社法第806条第１項に定める

株式買取請求権の行使に係る株式の買取りにより取得する自己株式を含む。）を、基準時までに消

却するものとする。 

 

(本計画の効力) 

第12条 本計画は、第８条に定める甲の株主総会において本計画の承認及び本株式移転に必要な事項に関

する決議が得られなかった場合、又は、次条に基づき本株式移転を中止する場合には、その効力を

失うものとする。 

 

(本計画の変更等) 

第13条 本計画の作成後、乙の成立の日に至るまでの間において、天災地変その他の事由により甲の財産

又は経営状態に重大な変動が生じた場合、本株式移転の実行に重大な支障となる事態が発生した場

合、その他本計画の目的の達成が困難となった場合は、甲の取締役会の決議により、本株式移転の

条件その他本計画の内容を変更し又は本株式移転を中止することができる。 

 

(規定外事項) 

第14条 本計画に定める事項のほか、本株式移転に関して必要な事項については、本株式移転の趣旨に従

い、甲がこれを決定する。 
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2026年２月13日 

 

東京都品川区東五反田２－10－２ 

株式会社ギフティ 

代表取締役 太田 睦 

代表取締役 鈴木 達哉 
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別紙１ 

 

ギフティグループ株式会社 定款 

 

第 １ 章   総    則 

 

(商号) 

第１条 当会社は、ギフティグループ株式会社と称し、英文ではgiftee Group, Inc.と表示する。 

 

(目的) 

第２条 当会社は、次の各号に掲げる事業を営む会社（外国会社を含む。）、組合（外国における組合に

相当するものを含む。）その他これらに準ずる事業体の株式又は持分を所有することにより、当該

会社等の経営管理を行うことを目的とする。 

(1) 下記において利用可能な電子及び物理クーポンの企画・販売 

ア．オンライン上のサービスや物品の購入・交換 

イ．店舗・施設及び自宅等でのサービスや物品の購入・交換 

ウ．その他手段によるサービスや物品の購入・交換 

(2) オンライン販売を含む下記物品の企画・販売、及びそれらに附帯する製造・加工・梱包 

酒類、米穀類、塩、食料品、飲料品、医薬部外品、医療機器、化粧品、その他物品 

(3) 第２号に附帯し、または関連する貨物利用運送事業 

(4) 第１号の電子クーポンの生成や消込を行うことを可能にするシステム、その他前各号に係るシ

ステムの開発・保守サービスの提供及びそれらの販売 

(5) インターネット、携帯情報端末機を利用した広告業務 

(6) コンピュータシステム及びソフトウェアの企画、開発・販売、運用 

(7) 前各号に附帯し、または関連する一切の事業 

２ 当会社は、前項各号及びこれに附帯・関連する一切の事業を営むことができる。 

 

(本店の所在地) 

第３条 当会社は、本店を東京都品川区に置く。 

 

(公告方法) 

第４条 当会社の公告は、電子公告に掲載する方法により行う。 

２ やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法

により行う。 

 

第 ２ 章   株    式 

 

(発行可能株式総数) 

第５条 当会社の発行可能株式総数は、80,000,000株とする。 

 

(自己株式の取得) 

第６条 当会社は、取締役会決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる。 
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(単元株式数) 

第７条 当会社の１単元の株式数は、100株とする。 

(単元未満株主の権利制限) 

第８条 当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利 

(3) 募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 

(株主名簿管理人) 

第９条 当会社は、株主名簿管理人を置く。 

２ 株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会の決議によって選定する。 

３ 当会社の株主名簿および新株予約権原簿は、株主名簿管理人の事務取扱場所に備え置き、株主名

簿及び新株予約権原簿への記載または記録、その他株式並びに新株予約権に関する事務は株主名簿

管理人に取扱わせ、当会社においては取扱わない。 

 

(株式取扱規程) 

第10条 株主名簿及び新株予約権原簿への記載または記録、その他株式または新株予約権に関する取扱い

及び手数料、株主の権利行使に際しての手続等については、法令または定款に定めるもののほか、

取締役会において定める株式取扱規程による。 

 

(基準日) 

第11条 当会社は、毎年12月末日の最終の株主名簿に記載または記録された議決権を有する株主をもって、

その事業年度に関する定時株主総会において権利を行使すべき株主とする。 

２ 前項にかかわらず、必要がある場合は、取締役会の決議によって、あらかじめ公告して、一定の

日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者をもって、その権利を行使

することができる株主または登録株式質権者とすることができる。 

 

第 ３ 章   株 主 総 会 

(招集) 

第12条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度末日の翌日から３か月以内に招集し、臨時株主総会は、必

要に応じて招集する。 

 

(招集権者及び議長) 

第13条 株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議によって、取締役社長が招集

する。取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序により、他の取締

役が招集する。 

２ 株主総会の議長は、取締役社長がこれに当たる。取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取

締役会において定めた順序により、他の取締役が議長となる。 
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(電子提供措置等) 

第14条 当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措

置をとるものとする。 

２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち法務省令で定めるものの全部または一部について、議

決権の基準日までに書面交付請求した株主に対して交付する書面に記載しないことができる。 

 

(決議の方法) 

第15条 株主総会の決議は、法令又は本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使する

ことができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

２ 会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う。 

 

(議決権の代理行使) 

第16条 株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使することがで

きる。 

２ 株主又は代理人は、株主総会ごとに代理権を証明する書面を当会社に提出しなければならない。 

 

(議事録) 

第17条 株主総会における議事の経過の要領およびその結果並びにその他法令に定める事項は、議事録に

記載または記録する。 

 

第 ４ 章   取締役および取締役会 

 

(取締役会の設置) 

第18条 当会社には取締役会を置く。 

 

(取締役の員数) 

第19条 当会社の取締役は、７名以内とする。 

 

(取締役の選任) 

第20条 取締役は、株主総会にて選任する。 

２ 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

３ 取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。 

 

(取締役の任期) 

第21条 取締役の任期は、選任後１年以内の最終の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 任期満了前に退任した取締役の補欠として、又は増員により選任された取締役の任期は、前任者

または他の在任取締役の任期の残存期間と同一とする。 
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(代表取締役及び役付取締役) 

第22条 代表取締役は、取締役会の決議により選定する。 

２ 代表取締役は会社を代表し、会社の業務を執行する。 

３ 取締役会は、その決議によって、取締役社長１名を選定し、取締役会長１名および取締役副社長、

専務取締役、常務取締役各若干名を選定することができる。 

 

(取締役会の招集権者及び議長) 

第23条 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長が招集し、議長となる。取締役社

長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序により、他の取締役が招集し、議

長となる。 

 

(取締役会の招集通知) 

第24条 取締役会の招集通知は、会日の３日前までに各取締役及び各監査役に対して発する。ただし、緊

急の場合には、この期間を短縮することができる。 

２ 取締役の全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで取締役会を開催することができる。 

 

(取締役会の決議方法) 

第25条 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、その過半数をもって行

う。 

２ 当会社は、取締役会の決議事項について、取締役(当該事項について議決に加わることができる

ものに限る)の全員が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該事項を可決

する旨の取締役会の決議があったものとみなす。ただし、監査役が異議をのべたときはこの限りで

ない。 

 

(取締役会議事録) 

第26条 取締役会の議事の経過の要領、その結果及び法令に定める事項は、議事録に記載し、出席した取

締役がこれに記名押印または電子署名を行う。 

 

(取締役会規程) 

第27条 取締役会に関する事項は、法令または本定款のほか、取締役会において定める取締役会規程によ

る。 

 

(取締役の報酬等) 

第28条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益は、株主総会

の決議によって定める。 

 

(取締役の責任免除) 

第29条 当会社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項の

取締役(取締役であった者を含む)の責任を法令の限度において免除することができる。 

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役(業務執行取締役等であるものを除く)と

の間に、同法第423条第１項に規定する取締役の損害賠償責任を限定する契約を締結することがで

きる。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に規定する額とする。 
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第 ５ 章   監査役及び監査役会 

 

(監査役および監査役会の設置) 

第30条 当会社には、監査役及び監査役会を置く。 

 

(監査役の員数及び選任方法) 

第31条 当会社の監査役は、３名以内とする。 

 

(監査役の選任) 

第32条 監査役は、株主総会において選任する。 

２ 監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う。 

 

(任期) 

第33条 監査役の任期は、選任後４年以内の最終の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとする。 

２ 任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、前任者の任期の残存期間

と同一とする。 

 

(常勤の監査役) 

第34条 監査役会は、その決議によって常勤の監査役を選定する。 

 

(監査役会の招集通知) 

第35条 当会社の監査役会の招集通知は、各監査役に対して、会日の３日前までに発すものとする。ただ

し、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

２ 監査役全員の同意があるときは、招集の手続を経ないで監査役会を開くことができる。 

 

(監査役会の決議の方法) 

第36条 監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、監査役の過半数をもって行う。 

 

(監査役会の議事録) 

第37条 監査役会における議事の経過の要領及びその結果並びにその他法令で定める事項は議事録に記載

または記録し、出席した監査役がこれに記名押印または電子署名する。 

 

(監査役会規程) 

第38条 監査役会に関する事項は、法令または本定款のほか、監査役会において定める監査役会規程によ

る。 

 

(監査役の報酬等) 

第39条 監査役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益は、株主総会

の決議によって定める。 
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(監査役の責任免除) 

第40条 当会社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の

監査役(監査役であったものを含む。)の責任を法令の限度において免除することができる。 

２ 当会社は、会社法第427条第１項の規定により、監査役との間に、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、

法令の定める最低責任限度額とする。 

 

第 ６ 章   会計監査人 

 

(会計監査人の設置) 

第41条 当会社は会計監査人を置く。 

 

(会計監査人の選任) 

第42条 会計監査人は、株主総会の決議によって選任する。 

 

(会計監査人の任期) 

第43条 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会終結の時までとする。 

２ 会計監査人は前項の定時株主総会において別段の決議がされなかったときは、当該定時株主総会

において再任されたものとみなす。 

 

(会計監査人の報酬) 

第44条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役会の同意を得て定める。 

 

(会計監査人の責任免除) 

第45条 当会社は会計監査人との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について法令に定める要件に該

当する場合には、賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく賠

償責任の限度額は法令の定める最低責任限度額とする。 

 

第 ７ 章   計    算 

 

(事業年度) 

第46条 当会社の事業年度は、毎年１月１日から同年12月31日までの年１期とする。 

 

(期末配当金) 

第47条 当会社は、株主総会の決議によって、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主

又は登録株式質権者に対して、剰余金の配当(以下「期末配当金」という。)を行う。 

 

(中間配当金) 

第48条 当会社は、取締役会の決議によって、毎年６月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主

又は登録株式質権者に対して、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当(以下「中間配当金」と

いう。)をすることができる。 
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(期末配当金等の除斥期間) 

第49条 期末配当金及び中間配当金が、支払開始の日から満３年を経過してもなお受領されないときは、

当会社はその支払義務を免れる。 

２ 未払期末配当金及び中間配当金には利息をつけない。 

 

附則 

 

(最初の事業年度) 

第１条 第46条の規定にかかわらず、当会社の最初の事業年度は、当会社の成立の日から2026年12月31日

までとする。 

 

(最初の取締役の報酬等) 

第２条 第28条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終結の時までの期間の当

会社の取締役の報酬等の額は、それぞれ次のとおりとする。 

(1) 取締役に対する金銭報酬等 

報酬等(「(2) 譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬債権」を除く。)の総額は、

年額150百万円以内(ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。また、うち社外取

締役分は年額24百万円以内)とする。 

(2) 譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬債権 

ア「（１）取締役に対する金銭報酬等」の報酬枠とは別枠で、取締役（社外取締役を除く。以

下、報酬の対象となる取締役を「対象取締役」という。）に対する譲渡制限付株式のための

金銭報酬債権を報酬として付与する。 

イ 対象取締役は、原則として毎年、当社取締役会決議に基づき、支給される金銭報酬債権の

全部を現物出資財産として払い込み、当社普通株式について発行又は処分を受ける。 

当社普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で譲渡制限付株式割当

契約（以下「本割当契約」という。）を締結し、対象取締役は本割当契約により割当てを受

けた当社普通株式（以下「本割当株式」という。）について、本割当株式の交付日から一定

の期間（以下「譲渡制限期間」という。）中は、譲渡、担保権の設定その他の処分をしては

ならないものとする。本割当契約の内容の概要は以下オのとおり。 

ウ 対象取締役に支給する金銭報酬債権の総額は年額２億円以内、対象取締役が発行又は処分

を受ける当社普通株式の総数は年50,000株以内とする。また、当社の成立の日以降、当社普

通株式の株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その

他譲渡制限付株式として発行又は処分をされる当社普通株式の総数の調整が必要な事由が生

じた場合には、当該総数を合理的な範囲で調整する。 

エ 本割当株式の１株当たりの払込金額は、株式の割当てに関する取締役会決議の日の前営業

日における東京証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合

は、それに先立つ直近取引日の終値）等を基礎として対象取締役に特に有利な金額とならな

い範囲で、取締役会において決定する。 
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オ 本割当契約において定める内容の概要 

①譲渡制限の内容 

 譲渡制限期間は、最大2年間とする。 

 対象取締役は、払込期日から、(a)本割当契約に基づき割当てを受けた日から当該割当てを

受けた日が属する事業年度最終日から３ヶ月を超える日又は当該割当てを受けた日から１年

を経過する日までのいずれか遅い日までの期間（以下「本譲渡制限期間①」という。）、本

割当株式数の２分の１（以下「解除部分①」という。）について譲渡、担保権の設定その他

の処分（以下「譲渡等」という。）をすることができず、(b)本割当契約に基づき割当てを

受けた日から当該割当てを受けた日から２年を経過する日までの期間（以下「本譲渡制限期

間②」といい、総称して「本譲渡制限期間」という。）、本割当株式数から解除部分①を除

いた残りの部分（以下「解除部分②」という。）について、譲渡等をすることができないも

のとする。（以下個別に又は総称して「本譲渡制限」という。）。 

 対象取締役が、本譲渡制限期間①において継続して当社の取締役その他取締役会で定める地

位にあったことを条件として、解除部分①につき、本譲渡制限期間①が満了した時点で、本

譲渡制限期間②において継続して当社の取締役その他取締役会で定める地位にあったことを

条件として、解除部分②につき、本譲渡制限期間②が満了した時点で、それぞれ、本譲渡制

限を解除する。当社は本譲渡制限期間満了時においてなお譲渡制限が解除されていない本割

当株式を当然に無償で取得する。 

②譲渡制限期間中の退任等の取扱い 

 当社は、対象取締役が、本譲渡制限期間①の満了する前に当社の取締役その他当社取締役会

で定める地位を喪失した場合には当該時点で本割当株式の全部を、本譲渡制限期間①の満了

後本譲渡制限期間②の満了する前に上記の地位を喪失した場合には当該時点で本割当株式の

うち解除部分①を除いた部分を、当然に無償で取得する。 

 ただし、当該取締役が、当社取締役会が正当と認める理由により、本譲渡制限期間が満了す

る前に当社の取締役その他当社取締役会で定める地位を喪失した場合には、譲渡制限を解除

する本割当株式の数及び譲渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものと

する。 

③組織再編等における取扱い 

 当社は、本譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株

式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、

当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締

役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から当

該組織再編等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、当

該組織再編等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。なお、当社は、譲渡制限が解除

された直後の時点においてなお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得

する。ただし、当該組織再編等において、当社以外の当該組織再編等に係る法人が対象取締

役に対して当該法人の株式（譲渡制限付株式となるものに限る。）を交付するときは、この

限りでない。 

④その他取締役会で定める事項 

 本制度に係るその他の内容については取締役会で定め、当該事項を本割当契約の内容とする。 
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(譲渡制限の承継) 

第３条 当会社は、株式会社ギフティの2023年３月28日開催の第13回定時株主総会において承認可決され

た譲渡制限付株式報酬に基づいて交付がなされた譲渡制限付株式に係る各割当契約書について、

2026年７月１日以降、株式会社ギフティの契約上の地位及び権利義務を承継することができるもの

とする。 

 

(最初の監査役の報酬等) 

第４条 第39条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終結の時までの期間の監

査役の報酬等の総額は年額15百万円以内とする。 

 

(本附則の削除) 

第５条 本附則は、当会社の成立後最初の定時株主総会の終結の時をもって、削除する。 
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別紙2-①-1 
 

株式会社ギフティ 第８回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第８回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

19個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

１株につき210円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数 ＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2020年３月24日から2028年３月23日までの間とする。 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2018年３月23日とする。 
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 
16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-①-2 
 

ギフティグループ株式会社 第１回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第１回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

19個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

１株につき210円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年７月１日から2028年３月23日までの間とする。 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 

15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予
約権割当契約書に定めるところによる。 

以上 
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別紙2-②-1 
 

株式会社ギフティ 第９回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第９回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

132個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

１株につき210円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

割当日後２年を経過した日から2028年７月18日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2018年７月18日とする。 
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 
16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-②-2 
 

ギフティグループ株式会社 第２回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第２回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

132個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

１株につき210円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年７月１日から2028年７月18日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 

15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予
約権割当契約書に定めるところによる。 

 
以上 
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別紙2-③-1 
 

株式会社ギフティ 第10回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第10回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

51個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

１株につき275円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 

 

  



  

―30― 

（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2021年１月４日から2029年１月３日まで 
 

７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2019年１月４日とする。 
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 
16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-③-2 
 

ギフティグループ株式会社 第３回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第３回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

51個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

１株につき275円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年７月１日から2029年１月３日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 
15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 

  



  

―35― 

別紙2-④-1 
 

株式会社ギフティ 第12回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第12回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

28個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

１株につき1,500円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 

 

  



  

―36― 

（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2021年５月18日から2029年５月17日までの間とする。 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2019年５月17日とする。 
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 

16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予
約権割当契約書に定めるところによる。 

以上 
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別紙2-④-2 
 

ギフティグループ株式会社 第４回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第４回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

28個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

１株につき1,500円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年７月１日から2029年５月17日までの間とする。 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 
15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑤-1 
 

株式会社ギフティ 第13回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第13回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

124個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

１株につき3,215円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 

 
（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日

の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 
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新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2022年11月14日から2030年11月13日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 
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⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2020年12月１日とする。 
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 
16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑤-2 
 

ギフティグループ株式会社 第５回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第５回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

124個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

１株につき3,215円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年７月１日から2030年11月13日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 
15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑥-1 
 

株式会社ギフティ 第14回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第14回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

263個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
100株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき3,898円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2023年３月13日から2031年３月12日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2021年３月31日とする。  
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 
16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑥-2 
 

ギフティグループ株式会社 第６回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第６回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

263個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
100株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき3,898円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年７月１日から2031年３月12日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 
15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑦-1 
 

株式会社ギフティ 第15回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第15回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

68個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき3,528円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2023年11月13日から2031年11月12日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2021年12月１日とする。 
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 
16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑦-2 
 

ギフティグループ株式会社 第７回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第７回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

68個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき3,528円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年７月１日から2031年11月12日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 
15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑧-1 
 

株式会社ギフティ 第16回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第16回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

64個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき2,291円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2024年11月15日から2032年11月14日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2022年12月１日とする。 
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 
16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑧-2 
 

ギフティグループ株式会社 第８回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第８回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

64個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき2,291円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年７月１日から2032年11月14日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 
15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑨-1 
 

株式会社ギフティ 第17回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第17回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

93個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき1,792円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2025年11月15日から2033年11月14日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2023年12月１日とする。 
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 
16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑨-2 
 

ギフティグループ株式会社 第９回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第９回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

93個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
1,000株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき1,792円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年７月１日から2033年11月14日まで 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 

  



  

―70― 

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 
15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑩-1 
 

株式会社ギフティ 第18回新株予約権 
 
1 新株予約権の総数 

4,000個 
なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式

400,000株とし、下記３．（１）により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整
後付与株式数に本新株予約権の数を乗じた数とする。 

 
2 新株予約権と引換えに払い込む金銭 

本新株予約権１個あたりの発行価額は、10円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である株
式会社プルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算
定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に決定したものであり、
当該発行価額は公正な価格であることから有利発行ではありません。 
  

3 新株予約権の内容 
（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数 
本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株

式100株とする。 
なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含

む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かか
る調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数につ
いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率 
また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式交付を行う場合その

他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与
株式数の調整を行うことができるものとする。 
 
（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法 
本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」

という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 
行使価額は、金1,253円とする。 
なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使

価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 
 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 

 
また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または

自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分または合併、
会社分割、株式交換及び株式交付による新株の発行及び自己株式の交付の場合を除く。）、次の算式
により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 

   

× 

  新規発行株式数×1株あたり払込金額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行の1株あたりの時価 

   既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

 
なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通
株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合
には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 
さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換もしくは株式交付
を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な
範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。 
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（３）新株予約権を行使することができる期間 
本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、2026年５月１日から
2034年４月30日までとする。 
 
（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第
17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端
数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 
 
② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載
の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 
 
（５）譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。 
 
（６）新株予約権の行使の条件 
① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、EBITDAが、2024 年１月
１日から 2033 年12月 31 日までのいずれかの事業年度において、それぞれ下記に定める（ａ）乃至
（ｃ）の条件を達成した場合に限り、各号に定められている割合（以下「行使可能割合」という。）
を上限として本新株予約権を行使することができる。なお、当該行使割合において、行使可能となる
新株予約権の個数に１個未満端数が生じる場合においては、これを切り捨てるものとする。  
 
（ａ）EBITDAが一度でも50億円を超過した場合：行使可能割合20％  
（ｂ）EBITDAが一度でも75億円を超過した場合：行使可能割合50％  
（ｃ）EBITDAが一度でも100億円を超過した場合：行使可能割合100％  
 
なお、ここでいうEBITDAについては、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書（連結損益
計算書を作成していない場合には損益計算書。以下同様。）及び連結キャッシュ・フロー計算書（連
結キャッシュ・フロー計算書を作成していない場合にはキャッシュ・フロー計算書。以下同様）「営
業利益 + のれん償却額 + 減価償却費 + 株式報酬費用 + 利息費用」を参照するものとし、適用され
る会計基準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす事象が発生し当社の連結損益計算書及び連結キ
ャッシュ・フロー計算書に記載された実績数値で判定を行うことが適切ではないと取締役会が判断し
た場合には、当社は合理的な範囲内で当該事象の影響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行
うことができるものとする。 
 
② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監査役
または従業員であることを要する。ただし、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、こ
の限りではない。 
 
③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。ただし、その他正当な理由がある
と取締役会が認めた場合は、この限りではない。 
 
④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超
過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 
 
⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。 
 

４．新株予約権の割当日 
 2024年５月１日  
 

５．新株予約権の取得に関する事項 
（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは
分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約、株式交付計画もしくは株式移転計画につい
て株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、
当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。 
 
（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定により本新株予約権の行使
ができなくなった場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、行使ができなくな
った当該新株予約権を無償で取得することができる。 
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６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い 
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株
式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効
力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまで
に掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ
交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収
合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において
定めた場合に限るものとする。 
 
（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 
新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 
 
（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 
再編対象会社の普通株式とする。 
 
（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．（１）に準じて決定する。 
 
（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のう
え、上記３．（２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記６．（３）に
従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。 
 
（５）新株予約権を行使することができる期間 
上記３．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上
記３．（３）に定める行使期間の末日までとする。 
 
（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する
事項 
上記３．（４）に準じて決定する。 
 
（７）譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 
 
（８）その他新株予約権の行使の条件 
上記３．（６）に準じて決定する。 
 
（９）新株予約権の取得事由及び条件 
上記５に準じて決定する。 
 
（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 
 

７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 
当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 
 

８. 新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日 
 2024年５月１日  
 

９．申込期日 
 2024年４月30日 
 

10．新株予約権の割当てを受ける者及び数 
当社取締役  ４名  4,000個 

以上 
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別紙2-⑩-2 
 

ギフティグループ株式会社 第10回新株予約権 
 
1 新株予約権の総数 

4,000個 
なお、本新株予約権を行使することにより交付を受けることができる株式の総数は、当社普通株式

400,000株とし、下記３．（１）により本新株予約権にかかる付与株式数が調整された場合は、調整
後付与株式数に本新株予約権の数を乗じた数とする。 

 
2 新株予約権と引換えに払い込む金銭 

本新株予約権１個あたりの発行価額は、10円とする。なお、当該金額は、第三者評価機関である株
式会社プルータス・コンサルティングが、当社の株価情報等を考慮して、一般的なオプション価格算
定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションによって算出した結果を参考に決定したものであり、
当該発行価額は公正な価格であることから有利発行ではありません。 
  

3 新株予約権の内容 
（１）新株予約権の目的である株式の種類及び数 
本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株

式100株とする。 
なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含

む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かか
る調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数につ
いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率 
また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換または株式交付を行う場合その

他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に付与
株式数の調整を行うことができるものとする。 
 
（２）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法 
本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」

という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。 
行使価額は、金1,253円とする。 
なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使

価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 
 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 

 
また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または

自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分または合併、
会社分割、株式交換及び株式交付による新株の発行及び自己株式の交付の場合を除く。）、次の算式
により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。 

 

   

× 

  新規発行株式数×1株あたり払込金額 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

既発行株式数 ＋ 新規発行の1株あたりの時価 

   既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 

 
なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式
にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、
「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。 
さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、株式交換もしくは株式交付を行
う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適
切に行使価額の調整を行うことができるものとする。 
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（３）新株予約権を行使することができる期間 
本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、2026年７月１日から2034
年4月30日までとする。 
（４）増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条
第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じ
たときは、その端数を切り上げるものとする。 
 
② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 
 
（５）譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。 
 
（６）新株予約権の行使の条件 
① 新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、EBITDAが、2024 年１月１日
から 2033 年12月 31 日までのいずれかの事業年度において、それぞれ下記に定める（ａ）乃至（ｃ）の
条件を達成した場合に限り、各号に定められている割合（以下「行使可能割合」という。）を上限として
本新株予約権を行使することができる。なお、当該行使割合において、行使可能となる新株予約権の個数
に１個未満端数が生じる場合においては、これを切り捨てるものとする。  
 
（ａ）EBITDAが一度でも50億円を超過した場合：行使可能割合20％  
（ｂ）EBITDAが一度でも75億円を超過した場合：行使可能割合50％  
（ｃ）EBITDAが一度でも100億円を超過した場合：：行使可能割合100％  
 
なお、ここでいうEBITDAについては、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書（連結損益計算
書を作成していない場合には損益計算書。以下同様。）及び連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッ
シュ・フロー計算書を作成していない場合にはキャッシュ・フロー計算書。以下同様）「営業利益 + の
れん償却額 + 減価償却費 + 株式報酬費用 + 利息費用」を参照するものとし、適用される会計基準の変
更や当社の業績に多大な影響を及ぼす事象が発生し当社の連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計
算書に記載された実績数値で判定を行うことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理
的な範囲内で当該事象の影響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものとする。 
 
② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社の取締役、監査役また
は従業員であることを要する。ただし、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りで
はない。 
 
③ 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。ただし、その他正当な理由があると取
締役会が認めた場合は、この限りではない。 
 
④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過す
ることとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 
 
⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。 
 
４．新株予約権の割当日 
 2026年７月１日とする。 
 
５．新株予約権の取得に関する事項 
（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割
計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約、株式交付計画もしくは株式移転計画について株主総
会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会
が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。 
 
（２）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３.（６）に定める規定により本新株予約権の行使がで
きなくなった場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、行使ができなくなった当該
新株予約権を無償で取得することができる。 
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６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い 
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移
転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日
に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式
会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとす
る。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとす
る。 
 
（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数 
新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。 
 
（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 
再編対象会社の普通株式とする。 
 
（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記３．（１）に準じて決定する。 
 
（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、
上記３．（２）で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記６．（３）に従って決
定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。 
 
（５）新株予約権を行使することができる期間 
上記３．（３）に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から上記３．
（３）に定める行使期間の末日までとする。 
 
（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記３．（４）に準じて決定する。 
 
（７）譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 
 
（８）その他新株予約権の行使の条件 
上記３．（６）に準じて決定する。 
 
（９）新株予約権の取得事由及び条件 
上記５に準じて決定する。 
 
（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。 
 
７．新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項 
当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。 
 
８. 新株予約権と引換えにする金銭の払込みの期日 
金銭の払込を要しない。 
 
９．申込期日 
 申込を要しない。 
 
10．新株予約権の割当てを受ける者及び数 
当社取締役  ４名  4,000個 

以上 
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別紙2-⑪-1 
 

株式会社ギフティ 第19回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第19回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

492個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
100株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき1,395円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 

 

  



  

―78― 

（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年11月15日から2034年11月14日まで。行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀
行営業日を最終日とする。行使期間を経過した後は、本新株予約権は行使できないものとする。 

 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、新株予約権者死亡時に未行使の
新株予約権を行使することができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新
株予約権を行使することができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅
するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2024年12月２日とする。 
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 
16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑪-2 
 

ギフティグループ株式会社 第11回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第11回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

492個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
100株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき1,395円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2026年11月15日から2034年11月14日まで。 
行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀行営業日を最終日とする。行使期間を経過

した後は、本新株予約権は行使できないものとする。 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、対象者が死亡した場合、対象者の相続人は、対象者死亡時に未行使の新株予約権を行使す
ることができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新株予約権を行使する
ことができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 
15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑫-1 
 

株式会社ギフティ 第20回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

株式会社ギフティ 第20回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

654個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
100株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき1,188円とする。 
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額 × 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2027年11月20日から2035年11月19日まで。行使期間の最終日が銀行営業日でない場合にはその前銀
行営業日を最終日とする。行使期間を経過した後は、本新株予約権は行使できないものとする。 

 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、新株予約権者死亡時に未行使の
新株予約権を行使することができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新
株予約権を行使することができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅
するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2025年12月19日とする。 
 
15 割当方法 

募集新株予約権の割当てを受ける者から引受けの申込みがあったときは、同人に割り当てる。 
 
16 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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別紙2-⑫-2 
 

ギフティグループ株式会社 第12回新株予約権 
 
１ 新株予約権の名称 

ギフティグループ株式会社 第12回新株予約権 
 
２ 新株予約権の総数 

654個とする。 
上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みがなされなかった場合など割り当てる新株予約権

の総数が減少したときは、割り当てる新株予約権の総数をもって発行する新株予約権の総数とする。 
 
３ 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数は
100株とする。 
ただし、下記14に定める募集新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）後、当社が当

社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整するも
のとする。 

 
調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率 

 
調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、

その効力発生日）以後、株式併合の場合は、その効力発生日以後、これを適用する。ただし、剰余金
の額を減少して資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件と
して株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする
場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以後、当該基準日の翌日に遡及してこ
れを適用する。 
また、上記のほか、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（以下「合併等」という。）を

行う場合、当社普通株式の無償割当てを行う場合、その他付与株式数の調整が適切な場合は、合理的
な範囲で付与株式を調整する。 
なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。 
さらに、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに必要

な事項を新株予約権原簿に記載された各募集新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」とい
う）に通知または公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うことができない
場合には、以後速やかに通知又は公告するものとする。 

 
４ 新株予約権の行使価額 

行使価額は１株につき１，１８８円とする。  
 
５ 行使価額の調整 
（１）割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額をそれぞれ次

に定める算式（以下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる１円未満の
端数は、これを切り上げる。 

 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

株式分割・併合の比率 
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（２）上記（１）に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日
の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以
降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主
総会において承認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以
前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該株主総会の終結の日の翌
日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。 
なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日から当該株主総会の

終結の日までに募集新株予約権を行使した（かかる募集新株予約権を行使することにより交付を受
けることができる株式の数を、以下、「分割前行使株式数」という。）新株予約権者に対しては、
交付する当社普通株式の数を次の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを
切り捨てる。 

 

新規発行株式数＝ 
（調整前行使価額－調整後行使価額）×分割前行使株式数 

調整後行使価額 

 
（３）上記（１）に定める場合のほか、当社が調整前行使価額を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（割当日時点において存在する新株予約権の行使による場合を除く。）、割当日
後、他の種類株式の普通株主への無償割当て又は他の会社の株式の普通株主への配当を行う場合、
当社が合併等を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配当等
の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。 

 
（４）行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新株予約権者に通知又は

公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速
やかに通知又は公告する。 

 
６ 新株予約権の行使期間 

2027年11月20日から2035年11月19日までの間とする。 
 
７ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
① 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生
じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資
本金等増加限度額から、上記①に従って増加する資本金の額を減じた額とする。 

 
８ 譲渡制限新株予約権に関する事項 

本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の承認を要する。また、本新株予約権の質入れそ
の他の担保設定は認めない。 

 
９ 新株予約権の取得条項 

設けない。 
 
10 組織再編時における再編対象の新株予約権の交付及びその条件 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株
式移転（以上これらを総称して、以下「組織再編行為」という。）をする場合においては、組織再編
行為の効力発生の直前の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新
株予約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会
社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することができるものとする。この
場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新たに新株予約権を交付するものとする。
ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契
約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るもの
とする。 

 
① 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する数と同一の数とする。 
② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。 
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③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 
組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数（以下
「承継後株式数」という。）とする。ただし、調整によって生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

④ 新株予約権を行使することができる期間 
上記に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいず
れか遅い日から、上記に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

⑤ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
上記に準じて決定する。 

⑥ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 
新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、組織再編行為の条件等を勘案
のうえ、行使価額につき合理的な調整がなされた額に承継後株式数を乗じた額とする。 

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。 

⑧ 新株予約権の行使の条件並びに取得事由および条件 
上記に準じて決定する。 

 
11 新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取扱い 

新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合には、これを切り捨てる。 
 
12 新株予約権の行使の条件 

新株予約権の行使時においても、当社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）
または子会社の取締役、執行役員もしくは従業員（顧問、相談役を含む。）の地位にあることを要す
る。また、新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は、新株予約権者死亡時に未行使の
新株予約権を行使することができる。ただし、当該相続人が死亡した場合、当該相続人の相続人は新
株予約権を行使することができないものとし、当該新株予約権は会社法第287条の定めに基づき消滅
するものとする。 

 
13 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しない。 
 
14 新株予約権の割当日 

2026年７月１日とする。 
 
15 その他の条件については、取締役会の決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結される新株予

約権割当契約書に定めるところによる。 
以上 
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